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国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

種類 期別 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

株式会社三菱東京フィ
ナンシャル・グループ

113,814 16,157 4,645 125,326
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② 海外 

海外における資金運用／調達の状況は次のとおりであります。 
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平均残高 利息 利回り 

種類 期別 
金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

株式会社三菱東京フィ
ナンシャル・グループ
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国内 海外 相殺消去額(△) 合計 
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② 特定海外債権等残高 
 

期別 国別 特定海外債権等残高(百万円) 
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15 元本補填契約のある信託商品における補填 

当社の銀行子会社である三菱ＵＦＪ信託銀行は、信託商品のうち貸付信託および一部の金銭信託

について元本補填契約を結んでおります。また、これらの元本補填契約のある信託商品は資金を貸

付金に運用しているほか、有価証券等にも運用しています。三菱ＵＦＪ信託銀行は、貸倒れまたは

投資損失等の結果、元本補填契約のある信託商品の信託勘定において、元本に欠損が生じた場合、

元本補填のための支払いにかかる損失を計上する必要があるため、当社グループの業績が悪影響を

受ける恐れがあります。 

かかる元本補填契約のある信託商品の元本の金額は、当社グループの貸借対照表の負債に計上し

ておりません。 

 

16 外的要因(被災、テロ等を含む。)により業務に支障を来すリスク 

平成13年の米国同時テロ事件、平成15年のコンピュータウィルスによる世界インターネット障害、

中国等におけるＳＡＲＳ流行による渡航制限、ニューヨーク広域停電事故、平成17年７月のロンド

ン同時テロ事件等に見られたように、テロ等の外部要因により、事務センターやシステムセンター

の被災、システムや社会インフラの大規模な障害発生等により、当社グループの業務の全部または

一部が不全 段信託銀行８ 一 饑 � * �

一部が不全
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≪子銀行等との経営管理契約の締結≫ 

 

当社は、株式会社ＵＦＪホールディングスと平成17年10月１日を合併期日として合併し、株式会

社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループになったこと伴い、同日付で株式会社東京三菱銀行、株式

会社ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ証券株式会社および三菱ＵＦＪ投信株

式会社等とそれぞれ経営管理契約を締結いたしました。 

また、株式会社東京三菱銀行および株式会社ＵＦＪ銀行が平成18年１月１日を合併期日として合

併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行になったことに伴い、改めて同日付で経営管理契約を締結いた

しました。 
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(2) 有価証券 
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［ご参考］ 

旧株式会社三菱東京フィナンシャル・グループと旧株式会社ＵＦＪホールディングスの合算の計

数による連結ＰＬの比較を以下に表示致しております。 

前連結会計年度は、旧株式会社三菱東京フィナンシャル・グループと旧株式会社ＵＦＪホールディングスの

合算の計数を表示しております。当連結会計年度は、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループと旧株

式会社ＵＦＪホールディングスの合算の計数を表示しております。 

 

合算計数による比較では、役務取引等利益の増加を主因として、連結粗利益は、前連結会計年度

比1,967億円増加しましたが、統合関連費用の発生や子会社経費の増加等により経費が2,275億円増

加したため、当連結会計年度の連結業務純益は、前連結会計年度比307億円減少の１兆6,855億円と

なりました。 

一方、株式等償却の減少による株式関係損益の改善(2,379億円)や、多額の貸倒引当金戻入益の計

上による与信関係費用の改善(１兆4,652億円)を主因として、連結当期純利益は前連結会計年度比１

兆3,978億円増加し、１兆1,817億円となりました。 

(単位：億円) 

   
前連結 
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５ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の両替業務を主とした成田空港支店成田国際空港出張所、東京営業部成田

国際空港第二出張所、東京営業部成田国際空港第三出張所、名古屋営業部中部国際空港第二出張所、大

阪営業部関西国際空港出張所、大阪中央支店関西国際空港第二出張所、外貨両替ショップなんばCITY店、

ローン業務を主としたダイレクトローン推進部およびICカード審査等事務を主とした総合カードローン

推進部、ならびに店舗外現金自動設備2,013ヵ所は上記に含めて記載しております。 

６ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

会社名 店舗名その他 所在地 設備の内容
従業員数 
(人) 

年間リース料 
(百万円) 

株式会社 
三菱東京ＵＦＪ 
銀行 

センター他 東京都他 電算機等 ― 11,297  
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(6) 議決権 
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(6) 議決権 

本優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。ただし、

本優先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されないときはその総会より、そ

の議案が定時株主総会において否決されたときはその総会の終結の時より優先配当金を受ける旨の決

議がある時までは議決権を有する。 

(7) 優先株式の併合または分割、新株引受権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割は行わない。本優先

株主には新株の引受権、新株予約権の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(8) 普通株式への転換 

① 転換請求期間 

本優先株式発行の日から平成21年３月30日までとする。 

② 当初転換比率 

2.197 

③ 転換比率の修正 

当初転換比率は、平成17年10月５日以降平成20年10月５日まで毎年10月５日(修正日)において、下

記の算式により計算される転換比率(修正後転換比率)に修正される。なお、平成17年10月５日にお

ける修正後転換比率は1.826になっております。 

2,000,000円
修正後転換比率 ＝ 

時価×1.035

上記の算式で使用する時価は各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所にお

ける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除

く。)とする。ただし、計算の結果が2.197け る 修 正 後 転 晦 化 X � ③  転 海 に え の 修 正  
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14 平成18年５月１日の「会社法」および「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の施行に

伴い、同年６月28日および29日開催の定時株主総会および各種類株主総会において定款を変更し、第十

一種優先株式の内容は次のとおりになっております。 

(1) 優先配当金 

① 優先配当金 

毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された第十一種優先株式(以下「本優先株式」と

いう。)を有する株主(以下「本優先株主」という。)に対し、普通株主または普通株式の端株主に

先立ち、本優先株式１株につき年5,300円の金銭による剰余金の配当(以下「優先配当金」とい

う。)を行う。ただし、当該事業年度において優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除し

た額とする。なお、本優先株式発行の日から平成18年３月31日までの期間に対する本優先株式の優

先配当金は、１株につき5,300円とする。 

①�

h墓一 拶 稗 � ｩ

① �
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ハ 取得価額の調整 

取得価額(下限取得価額を含む。)は、当社が本優先株式を発行後、時価を下回る払込金額での新

たな普通株式の発行を行った場合その他一定の場合には、次に定める算式により調整する。ただ

し、計算の結果取得価額が100,000円を下回る場合には、100,000円をもって調整後取得価額とす

る。 

   
新規発行・ 

処分普通株式数
× １株当たり払込金額  

既発行普通株式数 ＋
１株当たり時価 調整後 

取得価額
＝ 

調整前 
取得価額 
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⑤ 第十種優先株式 

平成18年３月31日現在 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 
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３．リスク管理体制 

損失の危険の管理に関する規程その他の体制(施行規則第100条第１項２号) 

(1) 業務遂行から生じる様々なリスクを可能な限り統一的な尺度で総合的に把握したうえで、経営

の安全性を確保しつつ、株主価値の極大化を追求するため、統合リスク管理・運営を行う。 

(2) リスクを次のように分類したうえで、それぞれのリスク管理規則において当該リスクの管理の

基本方針を定める等、リスク管理・運営のための社則を制定する。 

① 信用リスク 

② 市場リスク 

③ 資金流動性リスク 

④ オペレーショナルリスク 

(3) 当社グループの統合リスク運営のための管理体制を整備するものとする。リスクの管理・運営

に係わる委員会や、リスク管理を担当する役員および統括部署等を設置する。 

(4) リスクの特定、計測、コントロールおよびモニタリングからなるリスク管理プロセスによって

適切にリスクを管理する。 

(5) 割当資本制度(リスクを計量化し、当社グループ全体の経済資本(リスク量に見合う資本)を、当

社連�9i

(4)ﾌ感�9i�そ�ﾒ逅ｹねｭ№ﾌ経合

怒プの体制を整備する。  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社三菱東京 
フィナンシャル・グループ

株式会社ＵＦＪ 
ホールディングス 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 





ファイル名:080_a_0805200101806.doc 更新日時:2006/06/28 4:50 印刷日時:06/06/30 3:25 

― 150 ― 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社三菱東京 

(自 平成q6年４月１日 
至 平成�7年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社三菱東京 
フィナンシャル・グループ

株式会社ＵＦＪ 
ホールディングス 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    なお、平成14年度末
の連結貸借対照表に計
上した、業種別監査委
員会報告第15号「銀行
業における金融商品会
計基準適用に関する当
面の会計上及び監査上
の取扱い」(平成12年
２月15日 日本公認会
計士協会)を適用して
蔀

い業 に �

�
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社三菱東京 
フィナンシャル・グループ

株式会社ＵＦＪ 
ホールディングス 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (15)消費税等の会計処理 

  当社及び国内連結子会

社の消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜方

式によっております。な
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Ⅱ 当連結会計年度 

１ 運用目的の金銭の信託(平成18年３月31日現在) 

 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

(百万円) 
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(4) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループでは、持株会社がリスク管理に関するグループ全体の基本的な方針を決定し、グル

ープ銀行がその基本方針に則って、それぞれ管理体制を整備し、リスク管理を行っております
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株式会社ＵＦＪホールディングス 

１．取引の状況に関する事項 

 (取引の内容) 

当社の連結子会社(以下当社グループ)の取扱っているデリバティブﾐ

 ) � y _ ｿ z � v R � �
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(3) 株式関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超のもの 
(百万円) 

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 
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デリバティブを含むトレーディング業務のVaR(平成17年４月～平成18年３月) 

グループ全体でのトレーディング業務の市場リスク(VaR)は、平成17年10月に持株会社及び信託銀
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(4) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループでは、持株会社がリスク管理に関するグループ全体の基本的な方針を決定し、主要

なグループ会社がその基本方針に則って、それぞれ管理体制を整備し、リスク管理を行っておりま

す。 

持株会社ではリスク管理委員会、主要なグループ会社ではＡＬＭ委員会・ＡＬＭ審議会・リスク

当 社 グ ル ー プ 全 社 が リ 全

す 。  

( 4 ) ) > � v P 管 �
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(退職給付関係) 

前連結会計年度 

株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ 

１ 採用している退職給付制度の概要 

椣会に準な x 劇 は 、 確 定 給 付 型 の 隈 H 錘

株 式 会 社 三 菱 �
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３ 退職給付費用に関する事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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３ 退職給付費用に関する事項 

 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 















ファイル名:081_0805200101806.doc 更新日時:2006/06/28 4:50 印刷日時:06/06/30 3:26 

― 223 ― 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

 金額(百万円) 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社三菱東京 
フィナン

(自 平靭檍ﾇiD�7��
(自 �
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社三菱東京 
フィナンシャル・グル�5F株式会者ビerci

(自 平流16年４月１日 
至 平豫17年３月31日) 
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前連結会計年度 

フｃﾇン
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【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 
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前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

株式会社三菱東京 
フィナンシャル・グループ 

株式会社ＵＦＪホールディングス 

当事業年度末 
(平成18年３月31日) 

    当該サポート契約により、当

社は本優凄

����ｮ位�_ﾙSanw�UFJ

フイレ�
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社三菱東京 
フィナンシャル・グループ 

株式会社ＵＦＪホールディングス 

当�

 

?�RsPH�
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③ 固定負債 

社債 

 

銘柄 金額(百万円) 

普通社債(第１回債～第12回債) 650,000

合計 650,000

 

関係会社長期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

�7 F50,U3�

蕀Tﾘ#t&T&��ﾙ�P�(ﾓ �P,弑@

Sanwa �apitaeﾂFinanc

+ｸ,ﾉ�ﾃ ��,弑�

合計 L彖,d8�
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当ありません。 
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